
 

 

（電子メール施行） 

医 第 1 3 3 6 号 

令和５年５月23日 

 

神戸市 

健康局 地域医療課長 様 

 

 

                 兵庫県保健医療部長  

 

地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る令和６年度事業提案の募集について 

 

平素は、本県医療行政の推進にご協力頂き、厚くお礼申し上げます。 

さて、本県の地域医療介護総合確保基金（本県名称「医療介護推進基金」）にかかる令

和６年度に医療分野で取り組むべき事業提案について、別添の「地域における医療及び介

護を総合的に確保するための基本的な方針」（以下、「国総合確保方針」という）及び「令

和６年度事業提案に関する留意事項」を踏まえたうえで、下記により取りまとめの上、ご

提出いただきますようお願いします。 

 

記 

１ 提案事業の提出 

（１）提出様式 別添【様式２】のとおり 
  ※「地域医療構想調整会議」の意見として、提案すべき事業について、以下の関係 

団体等への通知文中の【様式１】地域医療介護総合確保基金事業に係る意見・ 

提案（令和６年度事業）と併せて、提出願います。 
 

（２）提出期限 令和５年８月 18 日（金） 

（３）提 出 先 下記担当者あて電子メールで提出願います。 

 

２ 添付資料 

（１）国総合確保方針 

（２）国事業例 

（３）関係団体等への事業提案の依頼通知 

・地域事業の地域医療構想会議への提出締切日    ：６月 30 日(金) 

・全県事業（関係団体等）の県医務課への提出締切日  ：８月 31 日(木） 
  
    ※上記の提案に関する【様式】等については、兵庫県のホームページに掲載しています。 

    兵庫県>ホーム>暮らし・教育>健康・福祉>医療・保健・衛生>地域医療総合確保基金事業（医療分）

令和６年度事業募集について> 

 

 

〈問い合わせ及び提出先〉 

兵庫県 保健医療部 医務課 企画調整班 小谷、名久井 

電 話：０７８－３４１－７７１１（内線３２５８・２７１６） 

E-mail：imu@pref.hyogo.lg.jp 

 

 

 

参考資料１

mailto:imu@pref.hyogo.lg.jp
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地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針（総合確保方針） 

 

 

平 成 26 年 ９月 12 日 告 示 

平成 28年 12 月 26 日一部改正 

 

 

第１ 地域における医療及び介護の総合的な確保の意義及び基本的な方向に関する事項 

 

一 医療及び介護の総合的な確保の意義 

急速に少子高齢化が進む中、我が国では、平成 37年（2025年）にいわゆる「団塊の世代」が全て 75歳以

上となる超高齢社会を迎える。こうした中で、国民一人一人が、医療や介護が必要な状態となっても、できる

限り住み慣れた地域で安心して生活を継続し、その地域で人生の最期を迎えることができる環境を整備してい

くことは喫緊の課題である。 

我が国における医療及び介護の提供体制は、世界に冠たる国民皆保険を実現した医療保険制度及び創

設から 17年目を迎え社会に定着した介護保険制度の下で、着実に整備されてきた。しかし、高齢化の進展に

伴う老人慢性疾患の増加により疾病構造が変化し、医療ニーズについては、病気と共存しながら、生活の質（

ＱＯＬ）の維持・向上を図っていく必要性が高まってきている。一方で、介護ニーズについても、医療ニーズを併

せ持つ重度の要介護者や認知症高齢者が増加するなど、医療及び介護の連携の必要性はこれまで以上に

高まってきている。特に、認知症への対応については、地域ごとに、認知症の状態に応じた適切なサービス提

供の流れを確立するとともに、早期からの適切な診断や対応等を行うことが求められている。また、人口構造

が変化していく中で、医療保険制度及び介護保険制度については、給付と負担のバランスを図りつつ、両制度

の持続可能性を確保していくことが重要である。 

こうした中で、医療及び介護の提供体制については、サービスを利用する国民の視点に立って、ニーズに見

合ったサービスが切れ目なく、かつ、効率的に提供されているかどうかという観点から再点検していく必要があ

る。また、高齢化が急速に進む都市部や人口が減少する過疎地等といったそれぞれの地域の高齢化の実状

に応じて、安心して暮らせる住まいの確保や自立を支える生活支援、疾病予防（医療保険者が行う高齢者の

医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 18 条第 1 項に規定する特定健康診査等の保健事

業を含む。二の１（４）において同じ。）・介護予防等との連携も必要である。 

このように、利用者の視点に立って切れ目のない医療及び介護の提供体制を構築し、国民一人一人の自

立と尊厳を支えるケアを将来にわたって持続的に実現していくことが、医療及び介護の総合的な確保の意義

である。 

 

二 医療及び介護の総合的な確保に関する基本的な考え方 

１ 基本的な方向性 

(1) 効率的で質の高い医療提供体制の構築と地域包括ケアシステムの構築 

医療ニーズの増加に対応して、患者が病状に応じて適切な医療を将来にわたって持続的に受けられ

るようにするためには、病床の機能の分化及び連携を進めていく必要があるが、一方で、患者の視点に

立てば、急性期の医療から在宅医療・介護までの一連のサービスが適切に確保され、さらに、救急医療

や居宅等で容体が急変した場合の緊急患者の受入れ等の適切な医療提供体制が確保される等、ニ

ーズに見合った医療・介護サービスが地域で適切に提供されるようにする必要がある。こうした体制整備

は、地域包括ケアシステムの構築にとっても不可欠である。 

このように、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」は、地域

において医療及び介護を総合的に確保していくために「車の両輪」として進めていく必要がある。 

その際には、地域の医療及び介護に係る情報を可視化し、客観的データに基づく地域の将来的

な医療・介護ニーズの見通しを踏まえた上で、その地域にふさわしいバランスのとれた医療・介護サ

ービス提供体制を構築していくことが重要である。 

 

 (2) 地域の創意工夫を活かせる仕組み 

高齢化等の人口動態、医療・介護ニーズの程度、医療・介護資源等は、地域によって大きく異なる。

今後、地方では高齢者数の減少を含めた人口減少が進む一方、大都市やその近郊では高齢者数が

急増することが見込まれる中で、医療及び介護を取り巻く状況の地域差は、より一層大きく、また多様に

なっていくと考えられる。こうした中で、医療及び介護の総合的な確保を進めていくためには、地域の創
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意工夫を活かせる柔軟な仕組みを目指すことが必要である。また、今後、医療及び介護の提供体制の

整備を、住宅や居住に係る施策との連携も踏まえつつ、地域の将来の姿を踏まえた「まちづくり」の一環

として位置付けていくという視点を明確にしていくことも重要である。 

 

 (3)  質の高い医療・介護人材の確保と多職種連携の推進 

医療及び介護は対人サービスであり、医療及び介護の提供体制の整備には、質の高い人材を継続

的に確保していくことが不可欠であり、人材の育成、就業の促進、勤務環境の改善等、質の高い人材の

確保に関する取組を進めることが重要である。また、人材の育成に当たっては、医療及び介護を取り巻く

環境の変化に対応した、両分野の連携の促進に資する継続的な研修体制等を整備することが重要で

ある。さらに、医療及び介護の連携を深めるためには、両分野に精通した人材が必要であり、地域包括

ケアシステムを構築する観点から、医療及び介護の連携の核となる人材の育成を図りつつ、多職種が

連携して取り組む環境づくりを進めていくことが重要である。その際には、医療及び介護の関係機関・団

体が相互の役割分担と連携を密にして、利用者にとってわかりやすく総合的な支援が行われる体制を

確保することが重要である。 

 

(4)  限りある資源の効率的かつ効果的な活用 

急速に少子高齢化が進む中、医療及び介護の提供体制を支える医療保険制度及び介護保険制度

の持続可能性を高めていくためには、限りある地域の社会資源を効率的かつ効果的に活用していく必要

がある。 

このためには、病床の機能の分化及び連携並びに医療及び介護の連携を進めていくことが重要であ

る。また、国民自らも医療法第１条の２第２項及び第６条の２第３項並びに介護保険法第４条の規定の

趣旨を踏まえ、医療及び介護の在り方に関心を持ち、疾病予防及び介護予防にも積極的に取り組んで

いくことが望まれる。 

 

(5) 情報通信技術（ＩＣＴ）の活用 

質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サービス利用者も

含めた関係者間での適時適切な情報共有が不可欠であり、情報通信技術（ＩＣＴ）の活用は情報共有に

有効な手段である。一方で、情報通信技術（ＩＣＴ）の活用方法は多様化するとともに、互換性が必ずしも

十分に確保されていないという課題もある。そのため、医療及び介護に係る情報の特性を踏まえた個人

情報保護に十分に配慮しながら、標準的な規格に基づいた相互運用性の確保や将来の拡張性を考慮

しコスト低減に努める等、情報通信技術（ＩＣＴ）の活用を持続可能なものとして進めていくことが重要であ

る。また、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した医療・介護ニーズの把握やこれに基づく取組から得られるデ

ータを踏まえた施策の立案も重要である。 

 

２ 行政並びに医療・介護サービス提供者等及び利用者を含む地域住民の役割 

医療及び介護を総合的に確保するに当たっては、サービス利用者を含む地域住民を中心として、行

政並びに医療機関及び介護サービス事業者等（薬局、訪問看護を行う事業者並びに医療及び介護の関

係機関・団体を含む。以下「サービス提供者等」という。）が、それぞれの役割を踏まえつつ、一体となって

取り組むことが重要である。 

(1) 行政の役割 

国は、医療計画基本方針及び介護保険事業計画基本指針を定め、又はこれらを変更するに当たっ

ては、医療・介護サービスを利用する国民の視点に立って、どの地域にあっても、切れ目のない医療・介

護サービスの提供を安心して受けられる体制を構築していくこととする。また、基金を通じて都道府県及

び市町村に対する財政支援を行うとともに、全国的な見地から、診療報酬及び介護報酬を通じて、医

療及び介護の連携の促進を図っていく。さらに、都道府県及び市町村が医療及び介護に係る情報の分

析を行うための基盤整備、医療及び介護の連携に関する先進的な取組事例の収集、分析、周知等を

行っていく。 

また、厚生労働省においては、医療及び介護の連携を推進するための組織再編等の体制強化

を行ったところであるが、本方針を踏まえ、国、地方を通じた医療・介護の担当部局間のより一層の

連携を図っていく。さらに、より広い「まちづくり」という視点も踏まえ、関係省庁とも連携しながら地方

自治体に対して必要な支援・助言を行うとともに、都道府県及び市町村においても、住宅部局をは

じめとした関係部局と連携を進めていくことが重要である。 

都道府県は、平成 27 年度以降、地域医療構想に基づき、病床の機能の分化及び連携を推進し、
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市町村と連携しつつ、質の高い医療提供体制を整備するとともに、広域的に提供される介護サービスの

確保を図ることが求められる。また、都道府県は、市町村が実施する在宅医療・介護連携推進事業に

ついて、市町村単独では実施困難な取組に対し広域的に支援を行うことにより、医療及び介護の連携

の推進を図るほか、地域包括ケアシステムの構築に向けた市町村の創意工夫を活かしつつその取組を

支援し、地域包括ケアシステムを支える医療・介護人材の確保のために必要な取組を行うことが求めら

れる。 

市町村は、地域包括ケアシステムの実現のため、都道府県と連携しつつ、在宅医療・介護の提供や

連携に資する体制の整備を図るとともに、高齢者の居住に係る施策との連携や地域支援事業（介護保

険法第115条の45に規定する地域支援事業をいう。以下同じ。）等の実施を通じて、介護予防及び自

立した日常生活の支援を行うための体制整備を進めていくことが求められる。 

また、今後、都道府県及び市町村において、医療提供体制や地域包括ケアシステムの構築に向けた

計画等の立案、評価等に携わる人材の育成を行うとともに、関係部署に適切な人材を配置していくこと

は重要である。国は、地方自治体職員に対する研修等を充実することにより、継続的な人材育成を支

援していく必要がある。 

さらに、国、都道府県及び市町村に共通の役割として、国民に対して、在宅医療等について理解を深

めてもらえるよう、適時適切な情報提供及びわかりやすく丁寧な説明を行っていくことが求められる。 

 

(2)  サービス提供者等の役割 

サービス提供者等は、利用者の視点に立って、入退院支援、日常の療養支援、急変時の対応、看

取り等の場面に応じて切れ目ない医療及び介護の提供体制を確保し、良質な医療・介護サービスを提

供するとともに、限られた資源を効率的かつ効果的に活用するという視点や予防の視点を持つことも重

要である。そのため、在宅医療・介護の提供や連携に資する体制を行政が整備するとともに、サービス

提供者等の間で、利用者に関する情報や地域における様々な社会資源に関する情報を共有していく仕

組みの構築及び活用を図り、サービス利用者に在宅医療等について理解を深めてもらえるよう適時適

切な情報提供を行っていくことが重要である。また、医療・介護サービスを継続的に提供していくために

は、人材の確保及び定着が重要であることから、キャリアアップの支援や魅力ある職場づくり等に取り組

んでいくことも重要である。 

 

(3) サービス利用者を含む地域住民の役割 

医療・介護サービスの利用者は、当該サービスを支える費用負担者でもあるため、サービス利用に当

たっては限られた資源を効率的かつ効果的に利用するという視点も持つことや、在宅医療等をはじめと

した医療・介護サービスについて理解を深めていくよう努めることが重要である。 

また、今後の少子高齢化の進展を踏まえれば、例えば、地域において、元気な高齢者が生活支援等

に携わるボランティアとして活躍するなど、地域の構成員として、積極的な社会参加ができるようにしてい

くという視点や、世代を超えて地域住民が共に支え合う地域づくりを進めていくという視点も重要である。 

 

 

第２ 医療計画基本方針及び介護保険事業計画基本指針の基本となるべき事項並びに地域における医療及び介

護の総合的な確保に関し、都道府県計画、医療計画及び都道府県介護保険事業支援計画の整合性の確保に

関する事項 

 

一 医療計画基本方針及び介護保険事業計画基本指針の整合性の確保等 

これまでは、医療提供体制は主として都道府県が、介護提供体制は主として市町村が計画を作成してきた

が、今後は、病床の機能の分化及び連携の推進による効率的で質の高い医療提供体制の構築並びに在宅

医療・介護の充実等の地域包括ケアシステムの構築が一体的に行われるよう、医療計画、市町村介護保険

事業計画（介護保険法第 117 条第１項に規定する市町村介護保険事業計画をいう。以下同じ。）及び都道

府県介護保険事業支援計画の整合性を確保することが必要である。 

また、それぞれの計画作成に当たっては、患者、介護サービス利用者及びその家族その他の関係者の参画

を得ながら計画を作成するプロセスを重視するとともに、計画作成後も、適切な評価項目を設定して、定期的

に事後評価が行えるようにすることが求められる。 
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二 都道府県計画、医療計画及び都道府県介護保険事業支援計画の整合性の確保等 

都道府県計画は、医療及び介護の総合的な確保に関する目標、当該目標の達成に必要な事業に関する

事項について定めるものであることから、医療計画及び都道府県介護保険事業支援計画の考え方と整合性を

図ることが必要である。 

また、医療計画、市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険事業支援計画については、平成 30

年度以降、計画作成・見直しのサイクルが一致することとなるが、これらの計画の整合性を確保するためには、

当該年度を見据えつつ、それぞれの計画において、医療及び介護の連携を強化するための以下の取組を推

進していくことが重要である。 

 

１ 計画の一体的な作成体制の整備 

     医療計画、市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険事業支援計画を一体的に作成し、こ

れらの計画の整合性を確保することができるよう、都道府県や市町村における計画作成において、関係

者による協議の場を設置し、より緊密な連携が図られるような体制整備を図っていくことが重要である。 

 

２ 計画の作成区域の整合性の確保 

     医療・介護サービスの一体的な整備を行う観点から、医療計画で定める二次医療圏（一体の区域と

して入院に係る医療を提供する体制の確保を図る地理的な単位として区分する区域をいう。以下同じ。

）と、都道府県介護保険事業支援計画で定める老人福祉圏域（介護給付等対象サービス（介護保険

法第 24 条第２項に規定する介護給付等対象サービスをいう。）の種類ごとの量の見込みを定める単位

となる圏域をいう。以下同じ。）を、可能な限り一致させるよう、平成 30 年度からの計画期間に向けて、

努める必要がある。 

また、病床の機能の分化及び連携を進めるに当たり、交通事情等の社会的条件、高齢者の増加、地

域における患者の流出入の状況、医療資源の地域偏在等により、一の都道府県の区域内で必要な医

療提供体制の確保が困難である場合には、近隣の都道府県や広域の区域と連携する方策等を検討し

、所要の体制整備を図っていくことも重要である。 

 

３ 基礎データ、サービス必要量等の推計における整合性の確保 

     医療及び介護の連携を推進するためには、計画作成の際に用いる人口推計等の基礎データや、退

院後に介護施設等を利用する者、退院後又は介護施設等の退所後に在宅医療・介護を利用する者

の数等の推計について、整合性を確保する必要がある。特に、病床の機能分化・連携に伴い生じる、在

宅医療等の新たなサービス必要量に関する整合性の確保が重要である。市町村が市町村介護保険

事業計画において掲げる介護の整備目標と、都道府県が医療計画において掲げる在宅医療の整備目

標とを整合的なものとし、医療・介護の提供体制を整備していく必要がある。 

 

 

第３ 都道府県計画及び市町村計画の作成並びにこれらの整合性の確保に関する基本的な事項 

 

一 都道府県計画及び市町村計画の作成に関する基本的な事項 

 

１ 都道府県及び市町村の関係部局相互間の連携 

都道府県及び市町村は、都道府県計画又は市町村計画の作成に当たっては、医療及び介護の総合的

な確保を図る観点から、保健・医療の担当部局と介護・福祉の担当部局が緊密に連携できるような体制を

整備することが重要である。 

また、在宅医療・介護の連携を推進する事業に関する事項については、都道府県の保健･医療担当部

局及び介護・福祉担当部局と市町村の介護・福祉担当部局が連携して、整合性のある計画を作成していく

必要がある。特に、在宅医療体制の整備、医療及び介護の連携に向けた取組等はこれまで市町村になじ

みが薄かったことから、都道府県がより広域的な立場から、保健所の活用等により、市町村の後方支援等

を積極的に行うことが重要である。 

 

２ 関係者の意見を反映させる仕組みの整備 

都道府県計画を作成し、又は変更する際には、公正性及び中立性を確保するため、医療介護総合確保

法第４条第４項に規定する市町村長、医療又は介護を受ける立場にある者、医療保険者、医療機関、介

護サービス事業者、診療又は調剤に関する学識経験者の団体その他の関係団体、学識経験を有する者
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その他の関係者から十分に意見を聴取する等、その意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努め

るものとする。 

また、市町村計画を作成し、又は変更する際には、同法第５条第４項に規定する都道府県知事、医療

又は介護を受ける立場にある者、医療保険者、医療機関、介護サービス事業者、診療又は調剤に関する

学識経験者の団体その他の関係団体、学識経験を有する者その他の関係者から十分に意見を聴取する

等、その意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

さらに、これらの意見の聴取等の際には、医療又は介護を受ける立場にある者及びその家族並びに地域

住民の意見が反映されるよう、行政機関からわかりやすく丁寧な情報提供や説明を行うなどの配慮が求め

られる。 

 

二 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項 

 

１ 医療介護総合確保区域 

医療介護総合確保区域（医療介護総合確保法第４条第２項第１号に規定する医療介護総合確保区

域をいう。以下同じ。）は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件並びに医療機関の施設及び

設備並びに介護施設等の整備の状況その他の条件から見て医療及び介護の総合的な確保の促進を図る

べき区域である。  

具体的には、都道府県における医療介護総合確保区域（以下「都道府県医療介護総合確保区域」とい

う。）は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を踏まえて設定するものとする。ま

た、市町村における医療介護総合確保区域（以下「市町村医療介護総合確保区域」という。）は、その住民

が日常生活を営んでいる地域として日常生活圏域（介護保険法第 117 条第２項第１号の区域をいう。）を

念頭に置いて設定するものとする。 

 

２ 医療及び介護の総合的な確保に関する目標及び計画期間 

(1)  目標の設定 

都道府県計画については、都道府県医療介護総合確保区域ごとの当該区域において、また、市町

村計画については、市町村医療介護総合確保区域ごとの当該区域又は当該市町村の区域において、

データに基づく地域の医療・介護ニーズや医療・介護資源に関する現状分析、将来予測等を行い、医

療及び介護の総合的な確保に関する目標を設定するものとする。 

当該目標の設定に当たっては、医療計画又は市町村介護保険事業計画若しくは都道府県介護保

険事業支援計画において設定した目標と整合性を図るとともに、可能なものについては定量的な目標を

定め、計画期間の年度ごとの進捗管理が適切に行えるようにするものとする。 

 

(2) 目標の達成状況 

都道府県計画及び市町村計画で設定した目標の達成状況及び目標が未達成の場合には改善の方

向性を記載するものとする。 

 

(3)  計画期間 

都道府県計画及び市町村計画の計画期間は、基金を充てて実施する事業の進捗管理の観点から

、原則として１年間とする。なお、個別の事業については、その内容に応じ実施期間を複数年とすることも

可能とする。 

 

３ 目標達成のために実施する事業の内容、費用の額等 

(1)  事業の内容 

事業の内容は、第４の二の１から６までに掲げる事業のうち必要なものについて、当該事業の実施期

間を付して記載するものとする。 

 

(2)  事業に要する費用の額 

都道府県計画及び市町村計画に記載された事業に要する費用の額及びそれらの総額を記載するも

のとする。 

 

(3)  事業の実施状況 

都道府県計画及び市町村計画で設定した事業の実施状況を記載するものとする。 
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４ 事業の評価方法 

(1) 関係者からの意見聴取等の状況 

第３の一の２に定める関係者からの意見聴取の状況等、当該関係者等の意見を反映させるために講

じた措置の具体的内容を記載するものとする。 

 

(2)  事後評価の方法 

都道府県計画又は市町村計画で設定した目標の達成状況及び事業の実施状況に係る事後評価の

方法を記載するものとする。 

 

三 都道府県計画及び市町村計画の整合性の確保 

都道府県は、毎年度、市町村から医療及び介護の総合的な確保に関する事業の実施に関する要望を聴

取するとともに、市町村が当該事業を実施する場合は、市町村計画に記載された事業を調整、とりまとめの上

で、都道府県計画に盛り込むものとする。 

また、都道府県は、市町村が市町村計画を作成する際に必要な支援・助言を行うとともに、都道府県計画

及び市町村計画に記載された事業間の調整を行うものとする。 

 

四 他の計画との関係 

都道府県計画及び市町村計画を作成する際には、地域福祉計画（社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号

）第 107条第１項に規定する市町村地域福祉計画及び同法第 108条第１項に規定する都道府県地域福祉

支援計画をいう。）、都道府県医療費適正化計画（高齢者の医療の確保に関する法律第９条第１項に規定

する都道府県医療費適正化計画をいう。）、健康増進計画（健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第８条

第１項に規定する都道府県健康増進計画及び同条第２項に規定する市町村健康増進計画をいう。）その他

の法律の規定による計画であって医療及び介護の総合的な確保に関係する事項を定めるものと調和が保た

れるものとすることが必要である。 

 

五 都道府県計画及び市町村計画の提出等 

都道府県は、都道府県計画を作成又は変更した場合、厚生労働大臣へ提出するとともに、速やかに公表

するよう努めるものとする。また、市町村は、市町村計画を作成又は変更した場合、都道府県へ提出するとと

もに、速やかに公表するよう努めるものとする。 

 

 

第４ 公正性及び透明性の確保その他基金を充てて実施する都道府県事業に関する基本的な事項 

 

一 基金に関する基本的な事項 

 

１ 関係者の意見が反映される仕組みの整備並びに公正性及び透明性の確保 

基金については、その財源として、社会保障と税の一体改革による消費税増収分が充てられていることに

鑑み、当該基金を充てて実施する事業が地域の医療・介護サービスに還元されることが地域住民に対して

明確に示される必要がある。このため、基金を充てて実施する事業については、その決定に際し、関係者の

意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、会議や議事録の公開等により決定プロセ

スの透明性を確保する必要がある。また、事業主体間の公平性を確保し、適切かつ公正に行われることが

必要である。 

 

２ 基金と報酬（診療報酬及び介護報酬）等との関係 

診療報酬及び介護報酬は、診療行為や介護サービスに対する対価として設定されるものであり、全国一

律の点数及び単位設定が原則とされているため、それぞれの地域の実情を勘案した設定が難しい面がある。 

他方、基金を充てて実施する事業は、病床の機能の分化及び連携の推進、在宅医療・介護の体制整備、

医療・介護従事者の確保・養成等の地域における様々な課題の解決のため、それぞれの地域の実情に応

じた創意工夫に対応しやすい面がある。 

基金の活用に当たっては、こうした違いを踏まえる必要がある。また、同様に基金以外の各種の補助制度

の活用に当たっても、それぞれの地域の医療・介護サービスの提供体制の構築に資する方法を考慮する必

要がある。 
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３ 基金を充てて実施する事業の評価の仕組み 

(1)  国における取組 

国は、都道府県計画に記載された目標の達成状況及び事業の実施状況についての検証を行い、

都道府県に対して、推奨される事項、改善を図るべき事項等について必要な助言を行うとともに、その

後のより効果的な基金の配分と事業実施に資するよう、適正な評価指標の設定等を行うものとする。 

 

(2)  都道府県における取組 

都道府県は、都道府県計画を作成し、基金を充てて事業を実施する場合には、各年度に事業ごと

の実施状況を把握し、点検するとともに、第３の二の４の(2)に基づく事後評価を実施し、その結果を国

に提出するとともに、公表するよう努めるものとする。 

 

(3)  市町村における取組 

市町村は、市町村計画を作成し、基金を充てて事業を実施する場合には、(2)の都道府県の事後

評価に協力するものとする。 

 

二 基金を充てて実施する事業の範囲 

基金を充てて実施する事業の範囲は、医療介護総合確保法第４条第２項第２号及び第５条第２項第２号

に掲げられている事業である。具体的には、平成 26 年度においては、医療を対象として１、２及び４に掲げる事

業を、平成 27 年度以降は、介護を対象とする３及び５に掲げる事業を含めた全ての事業を対象として実施す

るものとする。 

 

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携については、医療機関の自主的な取組及び

医療機関相互の協議により進められることを前提として、これらを実効性のあるものとするために基金を活用

していく必要がある。 

なお、地域医療構想が定められるまでの間は、地域において明らかに不足している病床の機能への転換

に資する事業等病床の機能の分化及び連携に特に資する事業に基金を重点的に活用するものとする。 

 

２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

居宅等における医療の提供を推進するためには、退院後の生活を支える在宅医療を充実させるとともに

、地域包括ケアシステムの構築のため、医療・介護サービス提供体制を一体的に整備していく必要がある。

また、地域における介護との連携を含む医療連携体制の構築、そのための情報基盤の整備等を実施する

事業に基金を活用していく必要がある。 

また、在宅医療の提供体制の充実のためには、在宅医療に取り組む人材の確保及び育成を推進する観

点から、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、リハビリテーション関係職種等に対する研修等を実施すること

が必要である。また、利用者にとってわかりやすく総合的な支援が行われる体制を確保するためには、医療

従事者、医療ソーシャルワーカー、介護支援専門員等に対する医療及び介護の連携を図るための研修や

知識の普及等が重要であることを踏まえ、これらを実施する事業に基金を活用していく必要がある。 

 

３ 介護施設等の整備に関する事業 

病床の機能の分化及び連携に伴って増加する退院患者に対応しつつ、また、今後急増する高齢単身世

帯、夫婦のみの世帯、認知症高齢者等が可能な限り住み慣れた地域において継続して日常生活を営むこ

とを可能とするため、地域密着型サービス（介護保険法第８条第 14項に規定する地域密着型サービスをい

う。）等、地域の実情に応じた介護サービス提供体制を整備していく必要があり、当該整備に必要と考えられ

る事業に基金を活用していく必要がある。 

 

４ 医療従事者の確保に関する事業 

良質かつ適切な医療を提供する体制を構築するためには、地域医療支援センター（医師のキャリア形成

支援と一体的に地域の医療機関の医師確保を支援するための拠点としての機能をいう。）等を活用した医

師等の偏在の解消、医療勤務環境改善支援センター（医療従事者の勤務環境の改善を促進するための

拠点としての機能をいう。）等を活用した医療機関の勤務環境の改善、チーム医療の推進、看護職員の確

保等に取り組む必要があり、これらを実施する事業に基金を活用していく必要がある。 
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５ 介護従事者の確保に関する事業 

質の高い介護従事者の継続的な確保及び定着を進めていくためには、都道府県が、将来に向けた介護

従事者の需給状況を把握した上で、介護事業者、医療・教育・労働分野等の関係機関と緊密な連携を図

りつつ、多様な人材の参入促進、介護従事者の資質の向上及び労働環境の改善等を図るための施策を進

めていく必要があり、これらを実施する事業に基金を活用していく必要がある。 

 

６ その他の事業 

その他地域における医療及び介護の総合的な確保のために実施する必要があるものとして、今後、厚生

労働省令において定められる事業を必要に応じて実施することが求められる。 



【参考】

地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る事業例
番
号 標準事業例 事　業　の　概　要

1

ＩＣＴを活用した地域医療ネットワーク基盤の整備 病院・診療所間の切れ目のない医療情報連携を可能とするため、医療機関相互のネットワーク構
築を図るとともに、津波などによる診療情報流出防止の観点から、防災上安全な地域にデータ
サーバーを設置し、診療情報等のデータを当該サーバーに標準的な形式で保存することができ
るよう設備の整備を行う。

2

精神科長期療養患者の地域移行を進め、医療機関の病床削
減に資するため、精神科医療機関の病床のデイケア施設や地
域生活支援のための事業への移行を促進するための施設・
設備整備

精神科医療機関の機能分化を進める観点から、病床を外来施設やデイケア施設等新たな用途に
供するための改修又は施設・設備の整備を行う。

3

がんの医療体制における空白地域の施設・設備整備 がん診療連携拠点病院の存在しない二次医療圏において、新たに設置する「地域がん診療病
院」に対して、新たに整備する放射線機器や検査室等の整備を行う。

4

地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対す
る歯科保健医療の推進

地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対して全身と口腔機能の向上を図るた
め、病棟・外来に歯科医師及び歯科衛生士を配置又は派遣し、患者の口腔管理を行う。
また、病院内の退院時支援を行う部署(地域医療連携室等)等に歯科医師及び歯科衛生士を配
置又は派遣し、退院時の歯科診療所の紹介等を行うための運営費に対する支援を行う。

5

病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備 急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域において総合的に確保するた
め、病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備を行う。

6
妊産婦の多様なニーズに応えるための院内助産所・助産師外
来の施設・設備整備

院内助産所や助産師外来を開設しようとする産科を有する病院・診療所の増改築・改修や、体制
整備に必要な備品の設置に対する支援を行う。

7

在宅医療の実施に係る拠点の整備 市町村及び地域の医師会が主体となって、在宅患者の日常療養生活の支援・看取りのために、
医師、歯科医師、薬剤師、訪問看護師が連携し、医療側から介護側へ支援するための在宅医療
連携拠点を整備することにかかる経費に対する支援を行う。

8

在宅医療に係る医療連携体制の運営支援 在宅患者の退院調整や急変時の入院受入整備等に資する病院との医療連携体制の運営に係る
人件費（調整等を図るための人員雇用分等）や会議費などに対する支援を行う。

9

在宅医療推進協議会の設置・運営 県内の在宅医療の推進を図るため、在宅医療関係者等で構成する多職種協働による「在宅医療
推進協議会」の設置。訪問看護に関する課題、対策等を検討するため訪問看護関係者で構成す
る「訪問看護推進協議会」を設置し、保健所における圏域連携会議の開催を促進する。
上記協議会を開催するための会議費、諸謝金等に対する支援を行う。

10

在宅医療の人材育成基盤を整備するための研修の実施 在宅医療に取り組む病院関係者への理解を深めるために「在宅医療導入研修」を実施する。
また、在宅医療関係者の多職種連携研修や各専門職の質の向上に資する研修、在宅医療・介
護の連携を担うコーディネーターを育成するための研修、地域包括ケア体制の構築・推進を担う
保健師（市町村主管部門、保健所等）に対する研修の実施に必要な経費に対する支援を行う。

11
かかりつけ医育成のための研修やかかりつけ医を持つことに
対する普及・啓発

かかりつけ医の普及定着を推進するため、地域医師会等における、医師に対する研修や、住民
に対する広報活動に対する支援を行う。

12

訪問看護の促進、人材確保を図るための研修等の実施 訪問看護の安定的な提供体制を整備するための機能強化型訪問看護ステーションの設置支援
等、訪問看護の人材育成及び人材確保を推進するための退院調整研修や人事交流派遣支援
等、訪問看護の認知度を高め、訪問看護の役割を地域に浸透させるための講演会等を実施す
る。
上記の研修等の実施に必要な経費に対する支援を行う。

13

認知症ケアパスや入退院時の連携パスの作成など認知症ケ
ア等に関する医療介護連携体制の構築

認知症への対応など多職種間の連携を図るため、認知症専門医の指導の下、地域の医療と介
護の連携の場を設け、各地域における認知症ケアの流れ（認知症ケアパス）等の検討を支援す
る。

14
認知症疾患医療センター診療所型における鑑別診断の実施 認知症疾患医療センターの一類型として指定された診療所が、他医療機関とネットワークを構築

し、認知症の鑑別診断につなげるための経費に対する支援を行う。

15

早期退院・地域定着支援のため精神科医療機関内の委員会
への地域援助事業者の参画支援等

精神科医療機関の院内委員会へ入院患者本人や家族からの相談に応じ必要な情報提供を行う
相談支援事業者等を招聘するなど、地域における医療と福祉の連携体制を整備するための経費
に対する支援を行う。

16

在宅歯科医療の実施に係る拠点・支援体制の整備 在宅歯科医療を推進するため、都道府県歯科医師会等に在宅歯科医療連携室を設置し、在宅
歯科医療希望者の歯科診療所の照会、在宅歯科医療等に関する相談、在宅歯科医療を実施し
ようとする医療機関に対する歯科医療機器等の貸出の実施にかかる運営費等に対する支援を行
う。

17

在宅歯科医療連携室と在宅医療連携拠点や地域包括支援セ
ンター等との連携の推進

現在、都道府県歯科医師会等に設置されている在宅歯科医療連携室を都道府県単位だけでな
く、二次医療圏単位や市町村単位へ拡充して設置し、在宅医療連携拠点、在宅療養支援病院、
在宅療養支援診療所、在宅療養支援歯科診療所、地域包括支援センター等と連携し、在宅歯科
医療希望者の歯科診療所の照会、在宅歯科医療等に関する相談、在宅歯科医療を実施しようと
する医療機関に対する歯科医療機器等の貸出にかかる運営費等に対する支援を行う。

18

在宅で療養する疾患を有する者に対する歯科保健医療を実
施するための研修の実施

在宅で療養する難病や認知症等の疾患を有する者に対する歯科保健医療を実施するため、歯科
医師、歯科衛生士を対象とした、当該疾患に対する知識や歯科治療技術等の研修の実施に必要
な経費の支援を行う。

19

在宅歯科医療を実施するための設備整備 在宅歯科医療を実施する医療機関に対して在宅歯科医療の実施に必要となる、訪問歯科診療
車や在宅歯科医療機器、安心・安全な在宅歯科医療実施のための機器等の購入を支援する。

20

在宅歯科患者搬送車の設備整備 在宅歯科医療を実施する歯科医療機関（在宅療養支援歯科診療所等）でカバーできない空白地
域の患者に対して必要な医療が実施できるよう、地域で拠点となる病院等を中心とした搬送体制
を整備する。

21
在宅歯科医療を実施するための人材の確保支援 在宅歯科医療を実施する歯科診療所の後方支援を行う病院歯科等の歯科医師、歯科衛生士の

確保を行う。

22

訪問薬剤管理指導を行おうとする薬局への研修や実施してい
る薬局の周知

これまで訪問薬剤管理指導に取り組んだ経験のない薬局に対して地域薬剤師会が行う研修の実
施を支援する。
また、患者が入院から在宅療養へ円滑に移行するために、地域薬剤師会が訪問薬剤管理指導
を実施している薬局の周知・紹介を行うことを支援する。

23

在宅医療における衛生材料等の円滑供給の体制整備 在宅医療における衛生材料・医療材料の供給を円滑に行うため、地域で使用する衛生材料等の
規格・品目統一等に関する協議を地域の関係者間（地域医師会、地域薬剤師会、訪問看護ス
テーション等）で行うとともに、地域で使用する衛生材料等の供給拠点となる薬局が設備整備を行
うことを支援する。

24

終末期医療に必要な医療用麻薬の円滑供給の支援 人生の最終段階の医療の実施に当たり、疼痛コントロールが円滑にできるようにするため、地域
で使用する医療用麻薬について、地域の関係者間（地域医師会、地域薬剤師会、訪問看護ス
テーション等）で品目・規格統一等に関する協議等を実施することを支援する。
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25

地域医療支援センターの運営（地域枠に係る修学資金の貸与
事業、無料職業紹介事業、定年退職後の医師の活用事業を
含む）

地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足病院への医師の配置等を
行うための地域医療支援センターの運営に必要な経費に対する支援を行う。

26

医師不足地域の医療機関への医師派遣体制の構築 医療資源の重点的かつ効率的な配置を図ってもなお医師の確保が困難な地域において、都道府
県が地域医療対策協議会における議論を踏まえ、医師派遣等を行う医療機関の運営等に対する
支援を行う。

27
地域医療対策協議会における調整経費 地域医療対策協議会で定める施策について、計画の進捗及び達成状況を関係者間において検

証し、次の施策へつなげるための調整を行う。

28

産科・救急・小児等の不足している診療科の医師確保支援 産科医、救急医、新生児医療担当医等の確保を図るため、これらの医師の処遇改善に取り組む
医療機関を支援する。
また、精神保健指定医の公務員としての業務や地域の精神科救急医療体制の確保のための精
神科医確保に協力する医療機関の運営等に対する支援を行う。

29

小児専門医等の確保のための研修の実施 医療機関において、小児の救急・集中治療に習熟した小児科医や看護師の数が不足している状
況にあることから、専門性の高い医療従事者の確保のための研修の実施を支援する。

30

救急や内科をはじめとする小児科以外の医師等を対象とした
小児救急に関する研修の実施

地域医師会等において、地域の小児救急医療体制の補強及び質の向上を図るため、地域の救
急医や内科医等の医療従事者を対象とした小児救急に関する研修の実施を支援する。

31

医科・歯科連携に資する人材養成のための研修の実施 医科・歯科連携を推進するため、がん患者、糖尿病患者等と歯科との関連に係る研修会を開催
し、疾病予防・疾病の早期治療等に有用な医科・歯科の連携に関する研修会の実施にかかる支
援を行う。

32
女性医師等の離職防止や再就業の促進 出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等のための受付・相談窓口の設置・運

営、復職研修や就労環境改善の取組を行うための経費に対する支援を行う。

33

歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士の確保対策の推進 歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士を確保するため、出産・育児等の一定期間の離職により再
就職に不安を抱える女性歯科医師等に対する必要な相談、研修等を行うための経費に対する支
援を行う。
また、今後、歯科衛生士、歯科技工士を目指す学生への就学支援を行う。

34

女性薬剤師等の復職支援 病院・薬局等での勤務経験がある薬剤師（特に女性）の復職支援を促進するため、地域薬剤師
会において、地域の病院・薬局等と連携した復職支援プログラムの実施を支援する。

35
新人看護職員の質の向上を図るための研修の実施 看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、新人看護職員に対する臨床

研修実施のための経費に対する支援を行う。

36
看護職員の資質の向上を図るための研修の実施 看護職員を対象とした資質向上を図るための研修等を開催するための経費に対する支援を行

う。

37
看護職員の負担軽減に資する看護補助者の活用も含めた看
護管理者の研修の実施

看護管理者向けに看護補助者の活用も含めた看護サービス管理能力の向上のための研修を実
施するための経費に対する支援を行う。

38
離職防止を始めとする看護職員の確保対策の推進 地域の実情に応じた看護職員の離職防止対策を始めとした総合的な看護職員確保対策の展開

を図るための経費に対する支援を行う。

39
看護師等養成所における教育内容の向上を図るための体制
整備

看護師等養成所における教育内容の向上を図るため、専任教員の配置や実習経費など養成所
の運営に対する支援を行う。

40
看護職員が都道府県内に定着するための支援 地域における看護職員確保のため、養成所における都道府県内医療機関やへき地の医療機関

等への看護師就職率等に応じた財政支援を行う。

41

医療機関と連携した看護職員確保対策の推進 地域の医療機関の看護職員確保の支援や看護職員の復職支援の促進を図るため、ナースセン
ターのサテライト展開、効果的な復職支援プログラム等の実施、都市部からへき地等看護職員不
足地域への看護職員派遣など看護師等人材確保促進法の枠組みを活用した看護職員確保の強
化を図るための経費に対する支援を行う。

42

看護師等養成所の施設・設備整備 看護師等養成所の新築・増改築に係る施設整備や、開設に伴う初度設備整備、在宅看護自習室
の新設に係る備品購入、修業年限の延長に必要な施設整備に対する支援を行う。

43 看護職員定着促進のための宿舎整備 看護師宿舎を看護職員の離職防止対策の一環として個室整備に対する支援を行う。

44 看護教員養成講習会の実施に必要な教室等の施設整備 教員養成講習会の定員数の増加等に伴う教室等の施設整備に対する支援を行う。

45
看護職員の就労環境改善のための体制整備 短時間正規雇用など多様な勤務形態等の導入や総合相談窓口の設置、看護業務の効率化や職

場風土改善の研修等を行うための経費に対する支援を行う。

46

看護職員の勤務環境改善のための施設整備 病院のナースステーション、仮眠室、処置室、カンファレンスルーム等の拡張や新設により看護職
員が働きやすい合理的な病棟づくりとするために必要な施設整備に対する支援を行う。

47
歯科衛生士・歯科技工士養成所の施設・設備整備 歯科衛生士、歯科技工士の教育内容の充実、質の高い医療を提供できる人材を育成するために

必要な施設・設備の整備を行う。

48

地域包括ケアの拠点となる病院・薬局における薬剤師の確保
支援

地域薬剤師会において、求職希望の薬剤師の氏名、勤務希望地域、勤務条件などを登録し、薬
剤師の確保が困難な、地域包括ケア等を担う病院・薬局からの求めに対して、周辺地域に勤務
する薬剤師の緊急派遣などの協議・調整を行うための体制整備を支援する。

49

勤務環境改善支援センターの運営 医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指し、PDCAサイクルを活用し
て勤務環境改善に向けた取組を行うための仕組みを活用して勤務環境改善に取り組む各医療機
関に対して総合的・専門的な支援を行うために設置される「医療勤務環境改善支援センター」を
都道府県が運営するための経費に対する支援を行う。

50

各医療機関の勤務環境改善や再就業促進の取組への支援
（医療クラーク、ICTシステム導入、院内保育所整備・運営等）

計画的に勤務環境の改善を行う医療機関に対して、医療クラーク・看護補助者の配置などの医
療従事者の働き方・休み方の改善に資する取組、専門アドバイザーによる助言指導、業務省力
化・効率化など勤務環境改善に資するICTシステムの導入、院内保育所の整備・運営などの働き
やすさ確保のための環境整備など、改善計画を進める医療機関の取組を支援する。

51

有床診療所における非常勤医師を含む医師、看護師等の確
保支援

病院を退院する患者が居宅等における療養生活に円滑に移行するために必要な医療等を提供
するため、有床診療所において休日・夜間に勤務する医師・看護師等を配置する。

52

休日・夜間の小児救急医療体制の整備 小児救急医の負担を軽減するため、小児科を標榜する病院等が輪番制方式若しくは共同利用型
方式により、又は複数の二次医療圏による広域を対象に小児患者を受け入れることにより、休
日・夜間の小児救急医療体制を整備するために必要な医師、看護師等の医療従事者の確保に
必要な経費及び「小児救急医療拠点病院」の運営に必要な経費に対する支援を行う。

53

電話による小児患者の相談体制の整備 地域の小児救急医療体制の補強と医療機関の機能分化を推進し、全国どこでも患者の症状に応
じた適切な医療が受けられるようにすることを通じ、小児科医の負担を軽減するため、地域の小
児科医等による夜間の小児患者の保護者等向けの電話相談体制を整備するための経費に対す
る支援を行う。

54

後方支援機関への搬送体制の整備 救急や小児周産期の医師の負担を軽減するため、高次医療機関において不安定な状態を脱し
た患者を搬送元等の医療機関に救急自動車等で搬送する際の経費に対する支援を行う。
また、受入医療機関に積極的に受け入れるためのｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置を支援する。
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医療介護推進基金（医療分）に係る令和６年度事業提案に関する留意事項 

 

１ 提案にあたっての「全県事業」と「地域事業」 

  (1)全県事業とは、 

    ○県下全域の課題として、全ての２次医療圏域を対象として実施する事業 

    ○また、当該年度は、一部の圏域で実施するものであっても、その目標として、全 

県下で計画的に進めていく事業 

  (2)地域事業とは、 

    ○地域（圏域）固有の課題解決のために、地域から提案・実施する事業 

    ○過年度に採択された事業（以下「継続事業」という。）であっても、地域事業と位 

置づける事業は、地域事業として提案されたい。 

※事業提案にあたっては、地域医療構想調整会議による協議等、地域の関係者の意

見を反映させるよう国から求められているため 

    ○全県事業であって、当該地域の特有の課題解決を図るための要件変更等の提案は、 

地域事業として提案しても構わない。 

 

    なお、地域事業として提案があり、その事業内容が、他の圏域や全県下で取り組ん

でいくべきものであれば、関係団体等との調整の上、全県事業として要望すること

もある。 

 

２ 市町単位で実施する事業との整理 

  事業範囲が、特定の市町に限定されるものについては、市町の負担を求める場合がある。 

  また、在宅医療・介護連携推進事業等の、本来市町主体で実施すべき事業については、

提案事業から除くこと。ただし、事業効果が市町域を超えて周辺の圏域に及ぶもの、更に

は、当該事業がモデルとして、他の圏域を先導すると判断される事業については、この限

りでない。 

 

３ 地域医療構想調整会議での確認事項 

  関係団体からの提案事業については、以下に掲げた事項を確認したうえで、「地域医療

構想の課題に対応する（又はしない）事業である。」との意見を付した上で【様式２】を

県医務課に提出願います。 

確認内容 

 ア 地域（圏域）の課題に対応した事業であるか。 

 イ 事業の目的や実施内容が課題解決のため効果的な事業であるか。 

 ウ 事業の実施者及びその対象者が適切であるか。 

 エ 事業費の積算は適切であるか。 

 

４ 以下に掲げた事業については、提案事業から除くこと。 

（1）事業効果が限定される事業 

１医療機関からの提案で、その効果が当該医療機関等に限定されるような事業 

 

(2) 他の補助事業との重複 

      他の補助事業や既に実施している基金事業において、対応可能な事業（継続事業に

ついては除く） 

 

(3) 従来実施事業からの財源振替 

自主財源等で既に実施している事業 
 



 
５ その他留意事項 
     
 (1) 提案事業の採択について 
    圏域の調整会議で了承されたとしても、必ずしも予算措置がなされるわけではない

ため留意すること。また、提案事業に対する回答については、予算計上及び県議会で
の議決を要するため、３月下旬以降に随時実施する。 

 
  (2) 補助対象外経費について 
    以下の経費については、基金充当が望ましくないため、提案事業から除外すること。 
    ※飲食費、過去に補助した医療用機材の更新にかかる経費、システム等の維持にか 

かる経費など 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙：地域医療構想調整会議の事務局一覧 
 

圏 域  市町名 事務局（提出先） 

神 戸 神戸市 神戸市健康局地域医療課 
神戸市中央区加納町 6-5-1 

神戸市役所 1 号館 21 階 
電話 078-322-5246 
 

 
阪 
 
 
 

神 

阪
神
南 

尼崎市、西宮市、芦屋市 芦屋健康福祉事務所（芦屋保健所）企画課 
芦屋市公光町 1-23 

    電話 0797-32-0707（代） 
 

阪
神
北 

伊丹市、宝塚市、川西市 
三田市、猪名川町 

宝塚健康福祉事務所（宝塚保健所）企画課 
  宝塚市東洋町 2-5  
     電話 0797-61-5172 
 

東播磨 明石市、加古川市、 
高砂市、稲美町、播磨町 

加古川健康福祉事務所（加古川保健所）企画課 
加古川市加古川町寺家町天神木 97-1 

          電話 079-421-9292 
 

北播磨 西脇市、三木市、小野市 
加西市、加東市、多可町 

加東健康福祉事務所（加東保健所）企画課 
  加東市社字西柿 1075-2 
          電話 0795-42-9355 
 

 
姫
路
播
磨 

中
播
磨 

姫路市、神河町、市川町 
福崎町 

中播磨健康福祉事務所 企画課 
  姫路市北条 1－98 
        電話  079-281-9207 
 

西
播
磨 

相生市、たつの市、赤穂
市、宍粟市、太子町、 
上郡町、佐用町 

龍野健康福祉事務所（龍野保健所）企画課 
  たつの市龍野町富永 1311-3 
          電話  0791-63-5150 
 

但 馬 豊岡市、養父市、朝来市 
香美町、新温泉町 

豊岡建康福祉事務所（豊岡保健所）企画課 
  豊岡市幸町 7-11 
     電話 0796-26-3655 
 

丹 波 丹波篠山市、丹波市 丹波健康福祉事務所（丹波保健所）企画課 
  丹波市柏原町柏原 688 
     電話 0795-73-3754 
 

淡 路 洲本市、淡路市、 
南あわじ市 

洲本健康福祉事務所（洲本保健所）企画課 
  洲本市塩屋 2-4-5 
          電話  0799-26-2036 
 

 
 


